2013年　　月　　日　

様

自治労北海道本部

執行委員長　　山上　　潔
2013年度自治体労働者の賃金・労働条件等の
改善に関する統一要求書
日頃、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。さて、私たち自治体労働者の生活は、連年にわたる引き下げ勧告や給与構造改革による給与水準の低下に加え、財政を理由とした独自の賃金等の削減などにより、厳しい状況が常態化しています。

また、政府は意図的に地方の固有財源である地方交付税を削減する手段で、国家公務員給与の臨時特例減額を地方自治体に対して強制するという暴挙に出ました。このことは自治体労働者の生活実態だけでなく、国と地方の関係を歪めるものであり、地方自治の根幹にかかわる問題です。

さらに、８月８日に出された2013人事院報告では、俸給表・一時金の改定はなかったものの、給与制度の総合的見直しに言及して、恣意的に地方における官民較差を編み出し、地方におけるさらなる給与水準の引き下げを目論んでいます。
つきましては、自治体労働者の生活実態を踏まえ、2013年度の「自治体労働者の賃金・労働条件等の改善に関する統一要求書」を別紙のとおり提出しますので、使用者として責任ある回答を2013年　　月　　日までに文書で求めます。
